
株 主 メ モ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

基準日
定時株主総会　　　3月31日
剰余金の配当　期末3月31日
　　　　　　　中間9月30日

定時株主総会 毎年6月

株主名簿管理人
特別口座　口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号（〒541-8502）
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話　0120−094−777（通話料無料）

公告方法
電子公告により行う
公告掲載URL　http://www.dnt.co.jp/
ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。

単元株式数 1,000株

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部（証券コード4611）

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座

管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せ
ください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機
関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

わが家の塗りかえは
ハロービューシステムまで！
塗りかえで、住まいのイメージチェンジやグレード
アップを考えてみてはいかがでしょうか。

http://www.nurikae-sawayaka.jp/

第134期報告書
平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで
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親会社株主に帰属する当期純利益
配当金（円） 1株当たり当期純利益（円） ROE（自己資本利益率）（%）

配当金/1株当たり当期純利益/ROE（自己資本利益率）

　

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚
く御礼申しあげます。

　さて、当期におけるわが国経済は、政府及び日銀による経
済政策、金融緩和策を背景に穏やかな回復基調が続いてい
るものの、中国及び新興国の景気減速や米国の政策転換等
の影響から、依然として先行きは不透明な状況が続いてお
ります。
　このような状況のもと、当社グループは中期経営計画の
最終年度として、「業績目標を必達するとともに、次の3年に

株主の皆様へ To Our Shareholders 
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繋がる企業基盤を固める期」と位置付け、取り組んでまいり
ました。
　この結果、当期の連結業績につきましては、売上高は727
億8千9百万円（前期比 4.7%減）、営業利益は65億3千3
百万円（同 6億7千4百万円増）、経常利益は66億円（同 10
億4千万円増）、親会社株主に帰属する当期純利益は51億9
千9百万円（同 15億8千5百万円増）となり、国内市場におけ
る市況の低迷や円高の影響から売上面は苦戦したものの、
これまで推進してきた高付加価値品の拡販効果に原材料安
の追い風も加わり、4年連続で最高益を更新する決算となり
ました。

　中期経営計画の重点目標である「経常利益60億
円及び同率7.5%」については、目標を大きく上回る

実績となり、財務体質の大幅な改善とも併せ、次の3か年に
繋がる形が作れました。
　当期の期末配当金につきましては、内部留保の状況及び
今後の安定配当継続の必要性等を総合的に判断し、50銭増
配の1株あたり4円とさせていただきます。
　最後に、新中期経営計画の初年度にあたる今期は、前中
期経営計画までに高めた財務基盤・収益力を生かし、積極
投資を進めつつ、「持続的かつ収益性のある成長」を可能に
する事業基盤と商品力を整備・強化する期と位置付け、新
中期経営計画のもと、さらなる高付加価値化へ挑んでまい
ります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支
援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

 平成29年6月

Financial Highlights財 務 ハイライト

当期の業績をお聞かせください。Q

株主の皆様へのメッセージを
お願いします。Q

A

A
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事業別の概況 Operating Results

DNライティングショールーム
「STUDIO E139」

Designed by IIJIMA DESIGN
Lighting Designed by LIGHTDESIGN

武蔵野の森総合スポーツ施設「メインアリーナ」

平成29年4月に情報発信基地として、当社子会社DN
ライティング㈱営業本部（品川）の地下1階にショー
ルームをオープンしました。同社のLED照明の製品
を通じ、お客様と共に新たな空間の可能性と魅力を
引き出す提案型実験施設として活用してまいります。

2020年東京オリンピック･パラリンピッ
クの競技会場となる武蔵野の森総合ス
ポーツ施設「メインアリーナ」の外装には、
VOC排出削減効果と超耐候性が評価され、
当社のふっ素樹脂粉体塗料「パウダーフロ
ンCW」が採用されました。

照明機器事業では、重点市場である業務用LED照明器具の需
要は堅調に推移しましたが、蛍光灯関連需要の大幅な縮小を
補うまでには至らず、減収となりました。一方、利益面では、
製品の収益性改善が進み増益となりました。

国内塗料事業では、主力の構造物分野において、拡販品目の
出荷は好調を維持しましたが、市況が回復に至らず需要は低
調に推移しました。建材分野においては、新設住宅着工戸数
の回復を受け堅調に推移しましたが、他の工業塗料分野にお
いても市況の低迷が続き、全体として減収となりました。一
方、利益面では、高付加価値品の拡販や原材料価格の下落に
より増益となりました。

照明機器事業国内塗料事業

534億98百万円

	 38億86百万円
前期比
20億10百万円減少

前期比
1億1百万円増加

売上高

営業利益

90億92百万円

	 9億31百万円
前期比
6億2百万円減少

前期比
2億43百万円増加

売上高

営業利益

12.5%
事業別

売上高構成比

73.5%
事業別

売上高構成比

蛍光ネクタイと蛍光封筒

蛍光顔料（SWシリーズ）は、競合品と比べ高い安全性と色褪
せが少ないのが特徴で、ファストファッションに広く利用さ
れています。その特徴を活かしたのが、実例の無いネクタイ
と紙への展開です。蛍光色の紙は「ビビットフウトウ」の名で
紙加工メーカーより発売されており、良く目立つカラーを活
かして大切なお知らせなどの用途で使用されています。

蛍光色材事業では、国内においては防災需要を受け安全対策
用塗料が好調に推移したほか、鉄道用車輌カラーフィルムが
新型車輌に採用されるなど堅調でありましたが、海外市場に
おける衣料向け需要の縮小や円高の影響を受けたことから
減収・減益となりました。

蛍光色材事業

その他事業

13億77百万円

18億1百万円

	 1億35百万円

	 1億58百万円

前期比
54百万円減少

前期比
4億83百万円減少

前期比
35百万円減少

前期比
44百万円減少

売上高

売上高

営業利益

営業利益

第133期 第134期

売上高 営業利益

1,377
135

（百万円）

1,432
171

第133期 第134期

売上高 営業利益

1,801
158

（百万円）

2,284
202

1.9%
事業別

売上高構成比

2.5%
事業別

売上高構成比

第133期 第134期

売上高 営業利益

9,092

931

9,694

688

（百万円）

マンダレー国際空港ターミナルビル

ミャンマー連邦共和国のハブ空港として
交通手段の要となっている、マンダレー国
際空港ターミナルビルの屋根に当社の遮
熱塗料「エコクールマイルドSi」が塗装さ
れました。熱帯地域であることから屋根か
らのターミナル内部への日射による熱影
響の軽減に当社塗料が貢献しています。今
後もミャンマー国内はもとより、東南アジ
ア地区での遮熱塗料の拡販に努めてまい
ります。

海外塗料事業では、北中米市場及び東南アジア市場において、
自動車生産台数の増加により、海外全体の現地通貨ベースで
の売上は増収となりましたが、円高による為替換算の影響を
受け、減収となりました。一方、利益面では、為替換算の影響
がありながらも、原材料価格の下落や高付加価値品の拡販に
より増益となりました。

海外塗料事業

70億19百万円

11億86百万円
前期比
4億47百万円減少

前期比
4億11百万円増加

売上高

営業利益

9.6%
事業別

売上高構成比

第133期 第134期

売上高 営業利益

7,019
1,186

（百万円）
7,467

775

第133期 第134期

売上高 営業利益

53,498
3,886

（百万円）

55,508

3,785
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　本年3月に外壁の塗り替えが完了した「神戸国際交流会館」に、金属製カーテンウォール改修向けに
当社が開発した新製品「Vフロン＃200スマイルRB　シルバーメタリック」が採用されました。
　従来、メタリック塗装は、塗料中に含まれている板状の小さなアルミニウム顔料を均一（並行）に
並べるためにスプレー塗装が不可避である上、高度な塗装技術が必要でした。また、建物の壁面をス
プレー塗装する際、塗料が周囲に飛散することを防止するために大掛かりな養生を施す必要があるな
ど課題が多いため、これまで現地でのスプレー塗装による大規模な改修ができませんでした。
　今回当社が開発した同塗料は、スプレー塗装よりも簡易なローラー塗装を可能にしたもので大掛か
りな養生を施す必要がなく、かつスプレー塗装と同様のメタリック外観を実現可能とした業界初とな
る画期的な塗料で、特許も取得済みです。これにより、現地でのメタリック塗料による大規模改修工
事を行うことができるようになりました。
　神戸国際交流会館は昭和56年の竣工以来、コンベンション機能とオフィス機能を兼ね備えた国際都
市神戸を代表する建物です。この度の改修工事で、当社の塗料が新設時を超える高輝度を実現し、美
しい外観に仕上げております。
　今後は神戸国際交流会館のように、建築後30年を超える金属製カーテンウォールの改修需要が都市
部を中心に伸びるものと期待しており、当社も同塗料の拡販に努めてまいります。

「神戸国際交流会館」の外壁塗り替えに、
業界初となるローラー塗装形メタリック塗料が採用

Topics トピックス

1981年2月
竣工時

2016年10月
塗り替え前

2017年4月
塗り替え後▲

神戸国際交流会館
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～持続的成長に向けて、新たな高付加価値化へ挑む～
新中期経営計画がスタート

当社は、2014年度から2016年度までの前中期経営計画期間において、国内塗料事業の高付加価値化、海外塗料事業
の積極拡大、新たな収益源事業の育成・強化を三本柱とする経営方針のもと、更なる収益力とグローバル展開力を持つ
企業へのステップアップを目指し、コスト競争力の強化や新たなビジネスモデルの構築に取り組んでまいりました。

これら取り組みを継続発展させ、競争が激化していく経営環境に対応すべく、このたび、2017年度から2019年度まで
の3ヵ年を対象とする新たな中期経営計画を策定いたしました。

①2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に伴う
　国内インフラ市場における新設、メンテナンス需要の確実な取り込み	

2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に伴う首都圏再開発需要に対して、競争力のある高付加価値品の拡販を 
強化するとともに、当社が強みを持つ重防食技術をインフラ管理に活用し、オリンピック以後を見据えた事業モデルを確立する。

②当社の強みを生かした新規市場開拓の推進
重防食技術やインクジェット技術等の当社が強みをもつ分野において、お客様が抱える課題に対し当社独自の解決

提案を行うことで、新規顧客の開拓や新規需要の創出に注力する。

③国内塗料事業の更なる強化
前中期経営計画期間で推進した高付加価値品の販売拡大に加え、製品別に販売戦略の見直しを行う。また、引き続き

生産体制の適正化を進めることで、国内塗料事業の収益性改善を図る。

④海外塗料事業の継続的・積極的拡大
成長市場である海外市場においては、強みをもつ分野や地域に集中・特化し、シェアアップや新規顧客の獲得に努めて

いく。また重防食塗料の海外展開についても継続的に実行し、海外においても「重防食のDNT」ブランドの定着を図る。

特集

テーマ

重点施策

連結業績目標

持続的成長に向けて、新たな高付加価値化へ挑む

2017年3月期（実績） 2020年3月期（目標） 増減

売 上 高 72,789百万円 80,000百万円 7,211百万円 増
営 業 利 益 6,533百万円 8,000百万円 1,467百万円 増
営 業 利 益 率 9.0％ 10.0％ 1.0％ 　　増



売上高

76,388

売上高

72,789

営業利益 経常利益

6,600

親会社株主に
帰属する
当期純利益

5,199

営業利益

5,858

経常利益

5,559

親会社株主に
帰属する
当期純利益

3,614
営業外収益

464

営業外費用

397
6,533

売上原価
販売費及び
一般管理費

50,139

16,115

特別利益
特別損失
法人税等
非支配株主に帰属する
当期純利益

1,864
574
2,358
332

前 期
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

当 期
平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

連結損益計算書（要旨） （百万円）

営業活動による
キャッシュ・フロー

現金及び
現金同等物の
期首残高

3,072
3,953

6,133
637 △5,808

△81

現金及び
現金同等物に
係る換算差額

現金及び
現金同等物の
期末残高

投資活動による
キャッシュ・フロー 財務活動による

キャッシュ・フロー

当 期
平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （百万円）

流動負債

固定負債
28,424

5,630

流動負債

固定負債
29,704

7,408

23,629

753

11,570

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の
資産

22,476

849

14,125

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の
資産

株主資本

その他の
包括利益累計額

新株予約権

非支配株主持分

27,777

6,325

105

2,110

23,382

5,265

55

1,917

株主資本

その他の
包括利益累計額

新株予約権

非支配株主持分

資産合計
67,732

資産合計
70,374

流動資産
31,779

流動資産
32,923

固定資産
37,451

負債・
純資産合計
67,732

負債・
純資産合計
70,374

負債
37,112

負債
34,055

純資産
30,620

純資産
36,319

固定資産
35,953

連結貸借対照表（要旨） （百万円）

前 期
平成28年3月31日現在

当 期
平成29年3月31日現在

前 期
平成28年3月31日現在

当 期
平成29年3月31日現在

連結財務諸表 Consolidated Financial Statements

単元株式数の変更・株式併合についてのご案内

神奈川の東部を基盤とする大手私鉄会社である
相模鉄道の「9000系リニューアル車両」の外板
塗装に、当社の「Ｖトップ車輌用ゴールド」・「V
フロン＃800車輌用クリヤー」が採用されました。

新しい外板色は、横浜の歴史をイメージした
深みのあるシックな濃紺色「ヨコハマネイビー
ブルー」です。既存車両の外観が美しく生まれ
変わったことや、座席や照明を整備したことが
評価され、2016年度のグッドデザイン賞を受
賞されました。

　当社は、平成29年10月1日をもって、
・単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。（単元株式数の変更）
・当社の普通株式５株を1株の割合で併合いたします。（株式併合）

▲

所有株式数について
　株主の皆様の株式併合後の所有株式数は、平成29年9月30日の
最終の株主名簿に記録された所有株式数に5分の1を乗じた株式数

（1株に満たない端数がある場合はこれを切り捨て）となります。

▲

株式併合による影響について
　株式併合により株主の皆様の所有株式数は５分の１となりますが、
株式併合の前後で会社の資産や資本の状況は変わりませんので、株
式１株当たりの資産価値は５倍となり、株式市況の変動等他の要因
を別にすれば､ 株式併合によって株主様が所有される当社株式の資
産価値に影響が生じることはありません。
　なお、株式併合後の株価につきましても、理論上は株式併合前の
５倍となります。

▲

株式併合による配当金への影響について
　株式併合により株主の皆様の所有株式数は5分
の1となりますが､ 株式併合の効力発生後にあっ
ては､ 併合割合を勘案して1株当たりの配当金を
設定させていただく予定ですので､ 業績変動等
他の要因を別にすれば､ 株式併合によって株主
の皆様の受取配当金の総額に影響はありません。
　ただし、株式併合により生じた1株に満たない
端数につきましては、当該1株に満たない端数に
係る配当金は生じません。

相模鉄道「9000系リニューアル車両」に
ＤＮＴ車両用塗料が採用

Topics トピックス

相模鉄道「9000系リニューアル車両」
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外国法人等
107名（1.2%）

金融商品取引業者
40名（0.5%）

その他の法人
234名（2.6%）

自己株式
1名（0.0%）

金融機関
35名（0.4%）

個人・その他
8,511名（95.3%）

個人・その他
48,027,544株
（32.3%）

自己株式
3,053,330株（2.1%）

金融商品取引業者
2,359,360株（1.6%）

外国法人等
17,816,400株
（12.0%）

その他の法人
28,253,738株
（19.0%）
金融機関
49,043,021株
（33.0%）

148,553,393株

8,928名

■ 役　員

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 7,000 4.8

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 6,141 4.2

D N T 取 引 関 係 持 株 会 6,102 4.1

三 菱 商 事 株 式 会 社 5,942 4.0

東京海上日動火災保険株式会社 5,068 3.4

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 5,002 3.4

株 式 会 社 島 津 製 作 所 5,001 3.4

日 本ト ラ ス ティ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 4,899 3.3

田 邊 康 秀 4,441 3.0

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信託銀行株式会社（信託口） 4,112 2.8

発行可能株式総数   466,406,000株

発行済株式の総数   148,553,393株

株主数   8,928名

（注）  持株比率は自己株式（3,053,330株）を控除して計算しております。

（平成29年6月29日現在）

■ 大株主（上位10名）

■ 所有者別株主分布状況

■ 所有者別株式分布状況

代表取締役社長 岩 　 淺 　 壽 二 郎
取 締 役
専 務 執 行 役 員 瀨 古 宜 範
取 締 役
常 務 執 行 役 員 里 　 隆 幸
取 締 役
常 務 執 行 役 員 木 村 直 之
取 締 役
執 行 役 員 野 田 秀 吉
取 締 役
執 行 役 員 山 本 基 弘
取 締 役

（ 社 外 取 締 役 ） 岩 田 哲 夫
取 締 役

（ 社 外 取 締 役 ） 灰 㟢 恭 一

執 行 役 員 須 川 哲 夫

執 行 役 員 小 林 正 樹

執 行 役 員 高 松 　 厚

執 行 役 員 乕 田 宏 行

執 行 役 員 加 藤 靖 之

執 行 役 員 永 野 達 彦

常 勤 監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 福 岡 靖 之

常 勤 監 査 役 室 内 聖 人
監 査 役

（ 社 外 監 査 役 ） 藤 井 浩 之

商 号 大日本塗料株式会社
Dai Nippon Toryo Company, Limited

本 社 〒554-0012 大阪市此花区西九条6-1-124

ホ ー ム ペ ー ジ URL：http：//www.dnt.co.jp/

設 立 昭和4年（1929年）7月25日

資 本 金 8,827百万円

従 業 員 数 2,183名（単体：661名）

主要な事業内容 塗料・ジェットインクの製造、販売
各種塗装機器装置の販売、塗装工事等

主 要 な 事 業 所

会社概要 （平成29年3月31日現在）株式の状況 （平成29年3月31日現在） Corporate ProfileStock Information

■ 大日本塗料株式会社
　　本社（大阪）、東京営業本部（東京）
　　那須工場（栃木）、小牧工場（愛知）
　　東京、名古屋、大阪 他16営業所

■ 子会社及び関連会社
　  国内塗料
　 大日本塗料北海道㈱（北海道）、日塗化学㈱（東京）
　 千葉化工㈱（千葉）、日東三和塗料㈱（滋賀）
　 サンデーペイント㈱（大阪）、DNTサービス㈱（大阪）
　 ジャパンパウダー塗料製造㈱（大阪）、岡山化工㈱（岡山）
　 DNT山陽ケミカル㈱（広島）、ビーオーケミカル㈱（福岡）
　  海外塗料
　 Thai DNT Paint Mfg.Co.,Ltd.（タイ）
　 DNT Singapore Pte.,Ltd.（シンガポール）
　 DNT Paint（Malaysia） Sdn.Bhd.（マレーシア）
　 PT. DNT INDONESIA（インドネシア）
　 Lilama3-Dai Nippon Toryo Co.,Ltd.（ベトナム）
　 迪恩特塗料（上海）有限公司（中国）
　 DAI NIPPON TORYO MEXICANA, S.A. de C.V.（メキシコ）
　 DNT KANSAI MEXICANA S.A. de C.V.（メキシコ）
　  照明機器
　 DNライティング㈱（神奈川）、ニッポ電工㈱（秋田）
　  蛍光色材
　 シンロイヒ㈱（神奈川）
　  その他
　 日塗エンジニアリング㈱（神奈川）、ニットサービス㈱（大阪）
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